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(57) Abstract: Disclosed i s a corrosion-resistant steel material ior a cargo oil tank, which has excellent resistance to general corro
sion and local corrosion and i s characterized by containing, i n mass%, 0.01-0.2% of C , 0.01-1 .0% of Si, 0.05-2.0% of Mn,
0.002-0. 1% ofP, 0.01% or less of S, 0.01-2.0% of Cu, 0.01-1.0% of Ni, more than 0% but less than 0.01% of and 0 . 1% or less
of Al, with the balance made up o f Fe and impurities. The corrosion-resistant steel material for a cargo oil tank may additionally
contain one or more elements selected fiOm among Cr, Mo, Ti, Zr, Sb, Sn, Nb, V , B , Ca, M g and REM. The surface o f the corro
sion-resistant steel material for a cargo oil tank may be coated with a sulfide layer or an anti-corrosion coating film.

(57) 要 約 ：質 量 0/ oで 、 C ：0 . 0 1 〜 0 . 2 % 、 S i ：0 . 0 1 〜 1 . 0 % 、 M n ：0 . 0 5 〜 2 .
0 % 、 P : 0 . 0 0 2 〜 0 . 1 % 、 S ：0 . 0 1 % 以 下 、 C u ：0 . 0 1 〜 2 . 0 % 、 N i : 0 . 0 1
〜 1 . 0 % 、W ：0 % を超 ぇ 0 . 0 1 % 未 満 、 A I ：0 . % 以 下 を含 有 し、 残 部 F e 及 び 不 純 物 か ら
な る こ と を特 徴 とす る 、 全 面 腐 食 や 局 部 腐 食 に 対 す る抵 抗 性 に優 れ た カ ー ゴオ イ ル タ ン ク 用 耐 食 鋼 材 。
さ らに 、 C r 、 M o 、 T i 、 Z r 、 S b 、 S n 、 N b 、 V 、 B 、 C a 、 M g お よび R E M の 1 種 以 上 を
含 有 して も よ い 。 ま た 、 表 面 が 硫 化 物 層 あ る い は 防食 被 膜 に よ って被 覆 され て い て もよ い 。



明 細 書

発明の名称 ：カーゴオイルタンク用耐食性鋼材

技術分野

[0001 ] 本発明は、タン力一における原油タンクに用いられるカーゴオイルタンク

用の鋼材に関する。

背景技術

[0002] タンカーのカーゴオイルタンクの腐食形態には大きく分けて 2 つの形態が

ある。 1 つは天板部の気相部で生じる全面腐食、もう 1 つは底板部で起こる

局部腐食である。特に硫化水素 （H 2 S ) を含む原油の積載時には、原油中に

含まれるH 2 S の一部が気相中に移行するため、腐食環境としては極めて厳 し

いものになる。

[0003] 上記のような腐食環境においては、カーゴオイルタンクの天井部となるデ

ツキ裏では全面腐食が起こり易く、腐食速度が 0 . 3 m m / 年以上と非常に

大きい全面腐食の事例も報告されている。また、カーゴオイルタンクの底板

には孔食が発生し易く、数m m / 年という大きな孔食進展速度となる場合も

ある。

[0004] こうした事情から、カーゴオイルタンクの鋼材の内面に塗装を施すことが

—部で行われているが、初期の塗装のコス ト及び約 1 0 年毎の塗り替えのコ

ス トが大きい。また、タンク底板においては、塗装されている場合でも塗膜

の欠陥部から孔食が発生することがある。このため、腐食代を考慮 した板厚

設計が行われ、全面腐食や局部腐食への対策とされているのが実情である。

例えば、 2 0 年の使用に対 して 2 m mの腐食代を見込むというような、腐食

代を考慮 した板厚設計が行われている。さらに、底板においては定期的に点

検を実施 しており、孔食深さが大きいものについては肉盛溶接によって補修

がなされているが、このために膨大なメンテナンスコス 卜が発生し問題とな

つている。

[0005] しかし、腐食代を考慮 した板厚設計をすると、鋼材の厚みがその分増加す



るためにタンクの製造コス トが上昇するだけでな く、腐食代を考慮 した板厚

分だけ原油積載量が減少するというデメ リッ トも生 じる。 したがって、腐食

代の低減が図れ、 しかもコス ト上昇を防止できる、耐食性に優れたカーゴ才

ィルタンク用鋼材の開発が強 く望 まれている。

[0006] また、造船段階でオイルタンクを構築するために溶接が行われていて、溶

接継手部が存在するので、単に耐食性がよいだけでな く、溶接継手部の強度

、靭性、溶接性等にも優れた材料が望 まれる。

[0007] カーゴオイルタンク用鋼 としては、例えば、特許文献 1 にC u とM g を必

須成分 として含む鋼が、 また、特許文献 2 にC r とA I を必須成分 として含

む鋼が、それぞれ提案されている。 しか し、原油が H 2 S を含む場合において

、 H 2 S が腐食に対 して及ぼす影響については全 く考慮されておらず、 このた

め、実船に搭載される力一ゴオイルタンクにおいて十分な耐食性が得 られな

い場合があった。特に、原油タンク底板の環境においては H 2 S の影響が極め

て大きいため、 H 2 S 存在環境における耐食性の確保は必須である。

[0008] また、特許文献 3 に開示された、 〇 リと〜 ί を必須成分 として含有させて

なる鋼材は、力一ゴオイルタンク内の耐全面腐食性 と耐孔食性が向上すると

されている。

[0009] しか し、 この鋼材は確かに耐食性は向上するが、 C u 及び Ν ί という高価

な合金成分を含有するために、鋼材の溶製 コス 卜が高 くなるという問題があ

る。特に、近年はこれ らの元素の価格が高騰 しており、低含有量の合金成分

といえども合金成分のコス トが高 くつき、普通鋼材の塗装仕様に比べても大

幅なコス 卜増 となる。

[001 0] さ らに、特許文献 4 には、 C u : 0 . 0 5 ~ 2 %、 N i : 0 . 0 1 1 %

、W : 0 . 0 1 ~ 1 N ：0 . 0 0 0 . 0 1 % 及び 0 (酸素） ：0 .

0 0 0 ~ 0 . 0 0 5 % を必須成分 として含有する鋼材が開示されており、

力一ゴオイルタンク内の耐全面腐食性 と耐局部腐食性の両方が向上するとさ

れている。

[001 1] しか し、 この鋼材はC u 及び N ί という高価な合金成分を含有するために



、鋼材の溶製 コス トが高 くなるという問題が残る。

先行技術文献

特許文献

[001 2] 特許文献 1 ：特開 2 0 0 0 _ 1 7 3 8 号公報

特許文献2 ：特開 2 0 0 1 _ 1 0 7 1 8 0 号

特許文献3 ：特開 2 0 0 3 _ 8 2 4 3 5 号公報

特許文献4 ：特開 2 0 0 5 _ 3 2 5 4 3 9 号公報

発明の概要

発明が解決 しょうとする課題

[001 3 ] 本発明は、上記現状 に鑑みてなされたもので、その目的は、全面腐食や局

部腐食 に対する抵抗性 に優れるとともに、 コス 卜パ フォーマンスの高い力一

ゴオイルタンク用耐食性鋼材を提供することである。

課題 を解決するための手段

[0014] 本発明者 らは、前記 した課題 を達成するために、実船 における原油による

腐食環境 を模擬 して、天板部の気相部で生 じる全面腐食 と、底板部で起 こる

局部腐食 に関 して実験 を行 った。すなわち、気相部 については、イナ一 卜ガ

ス及び H 2 S を含む乾湿繰 り返 し環境 において、 H 2 S を含む原油を積載 した

実船のデ ッキ裏 に見 られる腐食生成物層の再現実験 を行 った。そ して、底板

部 については、高濃度塩化物溶液中におけるオイル コ一 卜欠陥部か らの孔食

発生を模擬 した実験 を行 った。

[001 5] この実験は、後述する実施例 において用いた種 々の化学組成 を有する鋼 に

ついて、図 1 及び図 2 に示す試験装置で行 った。なお、図 1 は気相部の再現

試験装置、そ して、図 2 は底板部の再現試験装置である。

[001 6 ] その結果、気相部及び底板部の耐食性 に関 して、下記の （a) ~ (c) に示す知

見を得た。

[001 7 ] (a) 気相部の再現試験、すなわちタンク天板部で生 じる全面腐食 に関する

試験では、合金元素の含有の有無にかかわ らず、腐食速度が時間にほとんど



依存 しないことが判明 した。 したが って、気相環境では腐食生成物 による防

食効果は小さ く、合金元素 を含有 させることによつて母材 自体の耐食性向上

を図る必要がある。

[001 8] 全面腐食環境下では、 C u ， N ί やW の元素 を含有 させることが効果的で

あ り、 これ らの元素 を複合 して含有 させることによ りさ らにその効果が増加

する。特 に、 C u とW を複合 して含有 させることによ り、鋼材のアノー ド溶

解反応 を抑制することによ り、母材 自体の耐食性が向上する。

[001 9] (b) 底板部の再現試験、すなわち底板部で起 こる局部腐食 に関する試験で

は、腐食初期の孔食速度 は鋼種 による差がほとん どないが、鋼種 によっては

時間経過 とともに孔食速度 は低下することが判明 した。 したが って、底板環

境では腐食生成物 による防食効果が支配的である。すなわち、腐食初期 に腐

食の進行 を遅延 させる腐食生成物 を鋼材表面 に形成することがで きれば、耐

食性の向上 を図ることがで きる。

[0020] 鋼材 を局部腐食環境下に置いた場合、通常鋼材表面 には鉄 さび （S _ F e

0 0 H ) 層が形成 される。 しか し、 C u ， N i , W を含有 させると、鋼材表

面 にまず硫化物層が形成 され、 その後、鉄 さび層が形成 される。 この硫化物

層がアノー ド溶解反応 を著 しく抑制するので耐食性の向上 に寄与する。特 に

、W の硫化物あるいはさ らにM o の硫化物 を含有する層はカチオ ン選択性 を

示 し、硫化物層 を介 した C I - イオ ンの透過抑制効果 を有するので、W の硫化

物あるいはさ らにM o の硫化物の層が形成 される場合 には耐食性の向上への

寄与は特 に大 きくなる。

[0021 ] (c) このように、全面腐食環境下 と局部腐食環境下のいずれにおいても、

C u , N ί およびW を含有 させることが重要 となるが、両環境下で ともに高

い耐食性 を得 るためには、 C u ， N ί およびW のそれぞれを適切な含有量 と

する必要がある。

[0022] 本発明は、 これ らの知見に基づいて完成 したものであ り、 その発明の要 旨

は、次の （1 ) ~ (7) に示すカーゴオイル タンク用耐食性鋼材 にある。

[0023] ( 1) 質量％で、 C : 0 . 0 1 0 . 2 % 、 S i : 0 . 0 1 1 . 0 % 、 M



n ：0 . 0 5 2 . 0 %、 P ：0 . 0 0 2 0 . 1 %、 S ：0 . 0 1 %以下

、 C u ：0 . 0 ~ 2 . 0 %、 N i : 0 . 0 ~ . 0 %、W : 0 % を超え

0 . 0 1 %未満、 A I ：0 . %以下を含有 し、残部 F e 及び不純物からな

ることを特徴とする、カーゴオイルタンク用耐食鋼材。

[0024] (2) 質量％で、 F e の一部に代えて、C r ：5 . 0 %以下、M o ：1 . 0

%以下、 Τ ί ：0 . 2 %以下、 Z r ：0 . 2 %以下、 S b ：0 . 3 %以下お

よびS n ：0 . 3 %以下のうちの 1種または 2 種以上を含有することを特徴

とする、上記（1)のカーゴオイルタンク用耐食鋼材。

[0025] (3) 質量0/ 0で、 F e の一部に代えて、 N b ：0 . 1 %以下、 V ：0 . 2 %

以下および B ：0 . 0 1 %以下のうちの 1種または 2 種以上を含有すること

を特徴とする、上記（1) または（2) のカーゴオイルタンク用耐食鋼材。

[0026] (4) 質量0/ 0で、 F e の一部に代えて、C a ：0 . 0 1 %以下、M g ：0 .

0 以下％および R E M : 0 . 0 %以下のうちの 1種または 2 種以上を含

有することを特徴とする、上記 （1 ) ~ (3) のいずれかのカーゴオイルタンク用

耐食鋼材。

[0027] (5) 表面にC u 、 N ί およびWの硫化物あるいはさらにM o の硫化物の層

を有することを特徴とする、上記 （1 ) ~ (4) のいずれかのカーゴオイルタンク

用耐食鋼材。

[0028] (6) 表面が防食皮膜によって被覆されていることを特徴とする、上記 （1 ) ~

(4) のいずれかのカーゴオイルタンク用耐食鋼材。

[0029] (7) C u 、 N ί およびWの硫化物あるいはさらにM o の硫化物からなる中

間層を介 して、表面が防食皮膜によって被覆されていることを特徴とする、

請求項 1 から4 までのいずれかに記載のカーゴオイルタンク用耐食鋼材。

発明の効果

[0030] 本発明によれば、全面腐食や局部腐食に対する抵抗性に優れた力一ゴオイ

ルタンク用耐食性鋼材を提供することができる。

図面の簡単な説明

[0031 ] [ 図1]気相部の再現試験装置を示す。



[ 図2] 底板部の再現試験装置を示す。

[ 図3] 酸浸漬試験装置を示す。

発明を実施するための形態

[0032] 以下、本発明について詳 しく説明する。なお、各元素の含有量の 「％」表

示は 「質量％」を意味する。

[0033] ( A ) 化学組成について

C ：0 . 0 1 0 . 2 %

C は、材料としての強度を確保するために必要な元素であり、 0 . 0 1 %

以上の含有量が必要である。 しか し、 0 . 2 % を超えて含有させると溶接性

が低下する。また、C含有量の増大とともに、酸性の環境で力ソー ドとなつ

て腐食を促進するセメンタイ 卜の生成量が増大するとともに溶接性が悪化す

る。このため上限を0 . 2 % とした。好ましい上限は0 . 1 5 %、好ましい

下限は0 . 0 4 %である。

[0034] S i : 0 . 0 1 1 . 0 %

S ί は、脱酸に必要な元素であり、十分な脱酸効果を得るためには0 . 0

1 %以上含有させる必要がある。 しか し、 1 % を超えて含有させると母材お

よび溶接継手部の靱性が損なわれる。このため、 S i の含有量を0 . 0 1 ~

. 0 % とした。好ましい上限は0 . 8 。/。、より好ましい上限は0 . 5 %で

ある。好ましい下限は0 . 0 4 %、より好ましい下限は0 . 1 0 %である。

[0035] M n ：0 . 0 5 2 . 0 %

M n は、低コス トで鋼の強度を高める作用を有する元素であり、この効果

を得るためには0 . 0 5 %以上の含有量が必要である。 しか し、 2 . 0 % を

超えて含有させると溶接性が劣化するとともに継手靭性も劣化する。このた

め、M n の含有量を0 . 0 5 ~ 2 . 0 % とした。好ましい上限は 1 . 8 %、

より好ましい上限は 1 . 6 %である。好ましい下限は0 . 3 %、より好まし

い下限は0 . 5 %である。

[0036] P ：0 . 0 0 2 0 . %

P は耐全面腐食性および耐孔食性を向上させる作用を有する。また、通常



P の含有量が多いほど耐酸性が劣化するが、C u 含有鋼では P を含有させる

ことで耐酸性が向上する。このような耐全面腐食性および耐孔食性における

耐酸性向上効果並びにC u 含有鋼における耐酸性向上効果は0 . 0 0 2 %以

上の P を含有させることで発揮される。 しか し、 0 . 1 % を超えて含有させ

ると溶接性が著 しく低下する。このため、 Pの含有量は0 . 0 0 2 ~ 0 .

% とした。好ましい上限は0 . 0 8 %、より好ましい上限は0 . 0 6 %であ

る。好ましい下限は0 . 0 0 3 %、より好ましい下限は0 . 0 0 4 %である

[0037] S ：0 . 0 1 %以下

S は鋼中に不純物として不可避的に存在する。ただ し、その含有量が 0 .

0 % を超えると鋼中にM n S が多く生成 し、M n S が腐食の起点となって

全面腐食及び孔食が生 じる。このため、 S の含有量を0 . 0 1 %以下とした

。好ましい上限は0 . 0 0 8 %、より好ましい上限は0 . 0 0 5 %である。

なお、 S 含有量は低ければ低いほどよい。

[0038] C u ：0 . 0 1 2 . 0 %

C u は耐全面腐食性を向上させるだけでなく、カーゴオイルタンクにおけ

る底板環境下 （局部腐食環境下）で、 s とともに硫化物層を形成 し耐孔食性

を向上させる元素である。この効果はC u を0 . 0 1 %以上含有させること

により発揮されるが、 2 . 0 % を超えてC u を含有させてもその効果は飽和

するだけでなく、熱間圧延時の割れ防止のために含有させるN ί 量も増加す

るので、コス ト増につながる。そのため、〇リの含有量は0 . 0 1 ~ 2 . 0

% とした。好ましい上限は 1 . 8 %、より好ましい上限は 1 . 5 %である。

好ましい下限は0 . 0 5 %、より好ましい下限は0 . 1 0 %である。なお、

硫化物層の詳細は後述する。

[0039] N i : 0 . 0 1 1 . 0 %

N ί も、C u と同様に耐全面腐食性を向上させるだけでなく、カーゴオイ

ルタンクにおける底板環境下 （局部腐食環境下）で、 S とともに硫化物層を

形成 し耐孔食性を向上させる元素である。この効果は0 . 0 1 %以上含有さ



せることにより発揮 されるが、 1 . 0 % を超えて含有 してもその効果は飽和

するだけでな く、 コス ト増 につながる。そのため、 Ν ί の含有量は 0 . 0 1

~ 1 . 0 % と した。好ま しい上限は 0 . 9 %、 より好ま しい上限は 0 . 8 %

である。好ま しい下限は 0 . 0 5 %、 より好ま しい下限は 0 . 1 % である。

なお、硫化物層の詳細は後述する。

[0040] W ：0 % を超ぇ 0 . 0 1 % 未満

W は耐酸性 を向上させる元素であ り、耐全面腐食性 を向上させる。 また、

W には、他の元素 と複合 して耐全面腐食性 を高める効果や、湿潤硫化水素環

境 において S とともに防食性の硫化物層を形成 して耐孔食性 を向上させる効

果もある。 これ らの効果は微量のW を含有することにより得 られる。 しか し

、 W を 0 . 0 1 % 以上含有 させるとコス トに見合 う効果が得 られな くな り、

また溶接性の悪化も懸念される。 したがって、Wの含有量は 0 % を超え 0 .

0 % 未満 と した。なお、硫化物層の詳細は後述する。

[0041 ] A I ：0 . % 以下

A I は、鋼の脱酸 に有効な元素であるが、本発明においては S i を含有 さ

せているので、 S ί で脱酸がなされる。 したがって、 A I で脱酸処理するこ

とは必ず しも必要でないため、 A I は含有 させな くてもよい。ただ し、 S i

に加えて、 さらにA I を含有 させて複合脱酸することもできる。 この場合、

A I を 0 . 0 0 5 % 以上含有 させると効果的に脱酸できる。一方、 A I の含

有量が 0 . 1 % を超えると、全面腐食性が著 しく悪化するばか りか、窒化物

が粗大化するために靱性の低下を引き起 こす。 したがって、 A I を含有 させ

る場合の A I 含有量の上限を 0 . 1 % 以下 とする。好ま しい上限は 0 . 0 5

% である。

[0042] 本発明に係 る力一ゴオイルタンク用耐食性鋼材は、上述 した元素を有 し、

残部が F e および不純物か らなる。なお、不純物 とは、鋼材を工業的に製造

する際に、鉱石やスクラップ等のような原料を始め と して、製造工程の種 々

の要因によって混入する成分であって、本発明に悪影響 を与えない範囲で許

容されるものを意味する。



[0043] 本発明にかかるカーゴオイルタンク用耐食性鋼材は、必要に応 じて、 F e

の一部に代えて、C r 、 Μ ο 、 Τ ί 、 Z r 、 S b 、 S n、 N b 、 V 、 B、 C

a 、 M g 、 R E Mのうちの 1種または2 種以上の元素を含有させることがで

きる。

[0044] これらの元素は、次の 3 つのグループに分類することができる。

[0045] ( i ) 第 1 のグループとしては、C r ：5 . 0 %以下、M o ：1 . 0 %以下

、 T i : 0 . 2 %以下、 Z r ：0 . 2 %以下、 S b ：0 . 3 %以下およびS

n ：0 . 3 %以下の 1種または2 種以上である。

[0046] ( i i ) 第 2 のグループとしては、 N b ：0 . 1 %以下、 V ：0 . 2 %以下お

よび B : 0 . 0 %以下の 1種または2 種以上である。

[0047] ( i i i ) 第 3 のグループとしては、C a ：0 . 0 1 %以下、M g ：0 . 0 1

以下％および R E M ：0 . 0 1 %以下の 1種または2 種以上である。

[0048] 以下、これらの各元素について、グループ毎に説明する。

[0049] ( i ) 第 1 のグループ ：C r 、 Μ ο 、 Τ ί 、 Z r 、 S b およびS n

C r : 5 . 0 %以下

C r は必要に応 じて含有させることができる。C r を単独で含有させると

酸環境における耐食性を低下させるが、C u と複合 して含有させると、乾湿

繰り返 しの環境において保護性の高いさび層を形成させ、耐全面腐食性が向

上する。ただし、C r 含有量が 5 . 0 % を超えると、その効果は飽和するば

かりでなく、溶接性の低下やコス ト増につながる。 したがって、C r 含有量

の上限は、 5 . 0 % とする。好ましい上限は4 . 5 %、より好ましい上限は

4 . 0 %である。なお、C r を含有させることによる効果を安定的に得るた

めには、C r 含有量を0 . 5 %以上とするのが好ましい。より好ましくは 1

. 0 %以上である。

[0050] M o ： . 0 %以下

M o は必要に応 じて含有させることができる。M o は耐酸性を向上させる

元素であり、酸性水による乾湿繰り返 し環境における耐全面腐食性を向上さ

せる効果がある。また、湿潤硫化水素環境においてS とともに防食性の硫化



物層 を形成 して耐孔食性 を向上 させる効果 もある。ただ し、 M o を 1 . 0 %

を超 えて含有 させても、効果が飽和するばか りか、溶接性 を損な う し、 コス

卜も嵩む。 したが って、 M o を含有 させるときのM o 含有量の上限は、 1 .

0 % とする。好 ま しい上限は 0 . 5 % であ り、 よ り好 ま しい上限は 0 . 4 %

である。なお、 M o を含有 させることによる効果 を安定的に得 るためには、

M o を 0 . 0 1 % 以上含有 させるのが好 ま しい。 よ り好 ま しくは 0 . 1 % 以

上であ り、 さ らに好 ま しくは 0 . 2 % 以上である。

[0051 ] T i ：0 . 2 % 以下

T i は必要 に応 じて含有 させることがで きる。 T i は、鋼の強度 を高める

作用を有する。 T i には、鋼の靱性 を向上 させる作用や、 T i S を形成する

ことによって、腐食の起点 となるM n S の生成 を抑制 し、耐全面腐食性及び

耐孔食性 を高める作用もある。 さ らに、 T i N の分散 によ り結晶粒の粗大化

を抑制するので、大入熱溶接部の靭性が向上する。ただ し、 丁 を 0 . 2 %

を超 えて含有 させても、前記の効果は飽和 しコス トが嵩むばか りである。 し

たが って、 Τ ί を含有 させるときの Τ ί 含有量の上限は、 0 . 2 % とする。

好 ま しい上限は 0 . 1 5 % であ り、 よ り好 ま しい上限は 0 . 1 % である。な

お、 T i を含有 させることによる効果 を安定的に得 るためには、 T i を 0 .

0 0 5 % 以上含有 させるのが好 ま しい。 よ り好 ま しくは 0 . 0 1 % 以上であ

り、 さ らに好 ま しくは 0 . 0 1 5 % 以上である。

[0052] Z r ：0 . 2 % 以下

Z r は必要 に応 じて含有 させることがで きる。 Z r は、 T i と同様、硫化

物 を優先的に形成 し、 M n S の生成 を抑制する効果 を有する。 また、 Z r は

Τ ί に比べ窒化物 を形成 しに くい元素であ り、 よ り効率 よ く硫化物が形成 さ

れるという特徴 も有する。ただ し、 「を 0 . 2 % を超 えて含有 させると、

靱性の低下を招 く。 したが って、 Z r を含有 させるときの Z r 含有量の上限

は、 0 . 2 % とする。好 ま しい上限は 0 . 1 5 % であ り、 よ り好 ま しい上限

は 0 . 1 % である。なお、 Z r を含有 させることによる効果 を安定的に得 る

ためには、 「を 0 . 0 0 5 % 以上含有 させるのが好 ま しい。 よ り好 ま しく



は0 . 0 1 %以上であり、さらに好ましくは0 . 0 2 %以上である。

[0053] S b ：0 . 3 %以下

S b は必要に応 じて含有させることができる。 S b は、乾湿繰 り返 し環境

での耐全面腐食性を向上させるとともに耐酸性を高める作用を有する。さら

に、孔食部の p Hが低い環境における耐食性を向上させることにより、耐孔

食性を向上させる作用も有する。ただ し、 3 1 を0 . 3 % を超えて含有させ

ても、前記の効果は飽和する。 したがって、 S b を含有させるときのS b 含

有量の上限は、 0 . 3 % とする。好ましい上限は0 . 2 5 %であり、より好

ましい上限は0 . 2 %である。なお、 S b を含有させることによる効果を安

定的に得るためには、 3 1 を0 . 0 3 %以上含有させるのが好ましい。より

好ましくは0 . 0 5 %以上である。

[0054] S n ：0 . 3 %以下

S n は必要に応 じて含有させることができる。 S n は、酸環境における耐

食性を向上させる元素であり、酸性水による乾湿繰 り返 し環境での耐全面腐

食性を向上させる作用を有する。また、孔食部の p Hが低い環境における耐

食性を向上させることにより耐孔食性を向上させる作用も有する。ただ し、

3 门を0 . 3 % を超えて含有させても、前記の効果は飽和するばかりでなく

、母材および大入熱溶接継手の靭性が著 しく劣化する。 したがって、 S n を

含有させるときのS n 含有量の上限は、 0 . 3 % とする。好ましい上限は0

. 2 5 %であり、より好ましい上限 0 . 2 %である。なお、 S n を含有させ

ることによる効果を安定的に得るためには、 3 门を 0 . 0 1 %以上含有させ

るのが好ましい。より好ましくは0 . 0 2 %以上であり、さらに好ましくは

0 . 0 3 %以上である。

[0055] ( i i ) 第 2 のグループ ：N b 、 V および B

N b ：0 . %以下

N b は必要に応 じて含有させることができる。 N b は、鋼の強度を高める

作用を有する元素である。ただ し、 N b を0 . 1 % を超えて含有させると、

靱性が劣化する。 したがって、 N b を含有させるときのN b 含有量の上限は



、 0 . 1 % とする。好ましい上限は0 . 0 8 %であり、より好ましい上限は

0 . 0 5 %である。なお、 N b を含有させることによる効果を安定的に得る

ためには、 〜 1 を0 . 0 0 1 %以上含有させるのが好ましい。より好ましく

は0 . 0 0 5 %以上であり、さらに好ましくは0 . 0 1 %以上である。

[0056] V ：0 . 2 %以下

V は必要に応 じて含有させることができる。 V は、鋼の強度を高める作用

を有する元素である。ただ しV を0 . 2 % を超えて含有させると、靱性及び

溶接性が劣化する。 したがって、 V を含有させるときのV 含有量の上限は、

0 . 2 % とする。好ましい上限は0 . 1 5 %である。なお、 V を含有させる

ことによる効果を安定的に得るためには、 V を0 . 0 0 5 %以上含有させる

のが好ましい。より好ましくは0 . 0 1 %以上である。

[0057] B ：0 . 0 1 %以下

B は必要に応 じて含有させることができる。 B は、鋼の強度を高める作用

を有する元素である。ただ し、 B を0 . 0 1 % を超えて含有させると、靱性

が劣化する。 したがって、 B を含有させるときの B含有量の上限は、 0 . 0

1 % とする。好ましい上限は0 . 0 0 8 %であり、より好ましい上限は0 .

0 0 5 %である。なお、 B を含有させることによる効果を安定的に得るため

には、 B を0 . 0 0 0 2 %以上含有させるのが好ましい。より好ましくは0

. 0 0 0 5 %以上であり、さらに好ましくは0 . 0 0 0 8 %以上である。

[0058] ( i i i ) 第 3 のグループ ：C a 、 M g および R E M

C a ：0 . 0 1 %以下

C a は必要に応 じて含有させることができる。C a は、腐食反応時に水に

溶けてアル力リ性となり鋼材界面の p H低下を抑制する作用がある。このた

め、裸鋼および塗装部の耐食性が向上する。ただ し、〇 を0 . 0 1 % を超

えて含有させても、この効果が飽和する。 したがって、C a を含有させると

きのC a 含有量の上限は、 0 . 0 1 % とする。好ましい上限は0 . 0 0 8 %

であり、より好ましい上限は0 . 0 0 5 %である。なお、C a を含有させる

ことによる効果を安定的に得るためには、〇 を0 . 0 0 0 2 %以上含有さ



せるのが好ま しい。 より好ま しくは 0 . 0 0 0 5 % 以上であ り、 さらに好ま

しくは 0 . 0 0 1 % 以上である。

[0059] M g ：0 . 0 1 % 以下

M g は必要に応 じて含有 させることができる。 M g もC a と同様 に、腐食

反応時の鋼材界面の p H低下を抑制することにより耐食性 を向上させる効果

がある。ただ し、 M g を 0 . 0 1 % を超えて含有 させても、その効果が飽和

する。 したがって、 M g を含有 させるときのM g 含有量の上限は、 0 . 0 1

% とする。好ま しい上限は 0 . 0 0 8 % であ り、 より好ま しい上限は 0 . 0

0 5 % である。なお、 M g を含有 させることによる効果を安定的に得 るため

には、 M g を 0 . 0 0 0 2 % 以上含有 させるのが好ま しい。 より好ま しくは

0 . 0 0 0 5 % 以上であ り、 さらに好ま しくは 0 . 0 0 1 % 以上である。

[0060] R E M : 0 . 0 1 % 以下

R E M は必要に応 じて含有 させることができる。 R E M は、鋼の溶接性 を

向上させる効果がある。ただ し、 R E M を 0 . 0 1 % を超えて含有 させても

この効果が飽和するだけでな く、鋼材のコス トが上昇する。 したがって、 R

E M を含有 させるときの R E M含有量の上限は、 0 . 0 1 % とする。好ま し

い上限は 0 . 0 0 8 % であ り、 より好ま しい上限は 0 . 0 0 5 % である。な

お、 R E M を含有 させることによる効果を安定的に得 るためには、 R E M を

0 . 0 0 0 1 % 以上含有 させるのが好ま しい。 より好ま しくは 0 . 0 0 0 5

% 以上であ り、 さらに好ま しくは 0 . 0 0 1 % 以上である。

[0061 ] ここで、 R E M とは、 ランタノイ ドの 1 5 元素にY および S c を合わせた

7 元素の総称であ り、 これ らの元素のうちの 1 種 または 2 種以上を含有 さ

せることができる。なお、 R E M の含有量はこれ らの元素の合計含有量を意

味する。

[0062] ( B ) 硫化物層について

硫化物層は鋼材にC u 、 W、 Ν ί あるいはさらにM o を含有 し、 力一ゴ才

ィルタンクの底板環境下で使用することで形成 される。 したがって、鋼材出

荷時には硫化物層を形成 してお く必要はない。 カーゴオイルタンク用の底板



鋼材として使用することで使用初期にはH 2 S およびC I - の攻撃を受け一定

の孔食が進むが、一定期間経過後、硫化物層が形成される。硫化物層は、鋼

材界面でのH 2 S 濃度を低減 し、鋼のアノー ド溶解を抑制するとともに、特に

カチオン選択性を有するW硫化物あるいはさらにM o 硫化物はC I - の透過 を

抑制する。これにより孔食の進行が鈍化 し耐食性が向上する。

[0063] E P M A (電子プロ一プマイクロアナライザ一）による分析では、硫化物

層は内側 （鋼材側）からM o 硫化物、C u 硫化物、W硫化物、 N ί 硫化物の

順に形成されることが判明 した。このような順に硫化物層が生成 したのは、

各硫化物の溶解度と、孔食進展速度から見積もったC u，W, N i , M o ィ

才ン濃度からの硫化物形成のための臨界 S 2 - 濃度を計算すると、当該濃度が

M o , C u，W，Ν ί の順となるためと考えられる。

[0064] 硫化物層が一旦形成されて しまえば、この上に通常鋼材表面に形成される

鉄さび （S _ F e O O H ) 層が形成されていても構わない。鉄さび層にはH 2

S 濃度を低減する効果やC I - の透過を抑制する効果はないが、鉄さび層を透

過 したH 2 S とC I - は硫化物層で遮断されるので、優れた耐食性を発揮する

[0065] 硫化物層はカーゴオイルタンクの清掃などにより部分的に損傷を受けるこ

ともある。このような場合でも、使用により再度硫化物層が形成されるので

、耐食性が低下することはない。

[0066] 以上、硫化物層について説明 したが、本発明の鋼材は硫化物層が形成され

ないタンク天板部としても使用できるものであり、全面腐食環境下で使用す

る場合は母材自体の耐食性により腐食の進行を抑制できる。

[0067] ( C ) 防食皮膜について

上記に説明 した本発明の鋼材は、そのまま使用 しても良好な耐食性を示 し

、腐食代を少なくすることができる。 しか し、その表面を有機樹脂や金属か

らなる防食被膜で覆った場合には、防食被膜の耐久性が向上 し、耐食性が一

段と向上 し、カーゴオイルタンク用耐食鋼材として使用するのにより好適と

なる。



[0068] ここで、有機樹脂か らなる防食被膜 としては、 ビニルプチラール系、ェポ

キシ系、 ウレタン系、 フタル酸系等の樹脂被膜、金属か らなる防食被膜 とし

ては、 Z n や A I 等のメツキ被膜や溶射被膜を挙げることができる。

[0069] また、防食被膜の耐久性が向上するのは、下地である本発明鋼材の腐食が

著 しく抑制される結果 として、防食被膜欠陥部か らの下地鋼材腐食に起因す

る防食被膜のふ くれゃ剥離が抑制されるためであると考えられる。

[0070] 上記の防食被膜で覆 う処理は通常の方法で行えばよい。 また、必ず しも鋼

材の全面に防食被膜を施す必要はな く、腐食環境に曝される面 としての鋼材

の片面だけを防食処理 してもよい。あるいは、腐食環境に曝される部分 とし

ての鋼材の一部だけを防食処理 してもよい。

[0071 ] ( D ) 製造方法について

本発明の鋼材は、以下のように して製造が可能である。ただ し、本発明の

鋼材の製造方法はこの製造方法に限定されるものではない。

[0072] S の含有量を低 く抑えるとともに製鋼段階での R H、 D H、電磁撹拌等を

実施 した本発明で規定する組成を有するスラブを作製する。

[0073] このスラブを、加熱温度が 1 1 0 0 °C ~ 1 2 0 0 °C程度、圧延 1 パス当た

りの圧下率が 3 %以上、圧延仕上げ温度が 7 0 0 ~ 9 0 0 °C程度 となる条件

で熱間圧延する。圧延終 了後は、大気中において放冷するか、 またはA r 3点

以上の温度か ら少な くとも 5 7 0 °C程度 までの温度域を冷却速度 5 。に / s 以

上で冷却 し、その後大気中放冷する。以上の工程を通 して、本発明の鋼材を

製造することができる。なお、上記 した温度はすべて鋼材の表面部における

温度である。

実施例 1

[0074] 表 1 に示す化学組成を有する 2 3 種類の鋼を真空溶解炉を用いて溶製 し、

5 0 k g 鋼塊 とした後、通常の方法で熱間鍛造 して厚さが 6 0 m mのプロ

ックを作製 した。

[0075]
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[0076] 次いで、上記プロックを、 1 1 2 0 °C で 1 時間加熱 してから熱間圧延 し、

8 5 0 °C で厚さ 2 0 m m に仕上げ、その後室温まで大気中で放冷 した。

[0077] 前記厚さが 2 0 m mの各鋼板から、幅が 2 5 m m、長さが 5 0 m m、厚さ

が 4 m mの試験片を採取 し、実船のデッキ裏環境を模擬 した腐食試験に供 し

た。なお、 この腐食試験はカーゴタンク気相部を想定 したものである。 ここ

で、特に鋼種 1 の発明例に係る供試鋼については、変性エポキシ系塗料をス

プレー塗布により約 2 0 0 mの防食被膜を形成 した上で、防食被膜に十字

の疵をつけて一部地金を露出 し、同様の腐食試験に供 した。

[0078] すなわち、図 1 の天板試験に見るとおり、イオン交換水を下部の 1 / 3 部

分に入れたガラス容器を準備する一方、採取 した試験片を下面に取 り付けた

ガス供給口を有するァクリル製の蓋によって上記ガラス容器の開口上端を密

閉 した。

[0079] 次いで、密閉後のガラス容器を恒温槽内に設置 し、 5 0 °〇 ズ 2 0 時間→ 2

5 °C X 4 時間の温度サイクルを 5 6 日間付与 した。その際、ガラス容器内の

気相部にはカーゴタンク内の腐食性ガスをシミュレ一 卜し、前記のガス供給

口より、次に示す組成のガスA を吹き込んだ。

[ ガスA ] 体積 0/ 0で、 5 % 0 2 _ 1 3 % C O 2 _ 0 . 0 % S 0 2 - 0 . 0 5 %

H 2 S —残 N 2

5 6 日間の腐食試験の後、各試験片の減少質量から 「m m 年」単位での

腐食速度 （全面腐食速度）を求めた。表 2 に、上記の試験結果を 「試験 1 」

として示す。なお、表 2 中、防食被膜を形成 した供試鋼 （鋼種 1 (被膜あり

) ) については、地金露出部の腐食速度を求めた。

[0080]



[ 表 2]

実施例 2

本試験 は、実施例 1 と同様の試験 片を用い、実船の底板部 を想定 した試験



を施 したものである。

[0082] すなわち、図 2 の底板試験に見るとおり、 4 0 °Cの 1 0 % N a C I 溶液を

入れたガラス容器を準備 し、腐食試験片を溶液中に浸潰させる。

[0083] 次いで、密閉後のガラス容器を恒温槽内に設置 し、 2 8 日間浸漬試験を実

施 した。ガス供給口より、次に示す組成のガスB を吹き込んだ。

[ ガスB ] 体積 0/ 0で、 5 % 0 2 _ 1 3 % C O 2 _ 0 . 0 % S 0 2 - 0 . 2 % H

2 S —残 N 2

なお、腐食試験片は鋼板より採取 した試験片の上に、 5 m m径の円型の部

分を除き模擬オイルコ一 卜 （原油とさびの混合物）を塗布することにより作

製 した。

[0084] 孔食深さの測定は、試験後の腐食試験片において、孔食発生部の深さを、

孔食の発生 していない部分すなわち模擬オイルコ一 卜塗布部分を基準としマ

イクロメ一タを用いて実施 した。ここでは、孔食発生部において深さの最も

大きい値を孔食深さとして採用 した。

[0085] 2 8 日間の腐食試験の後、各試験片の孔食深さから 「mm 年」単位での

孔食速度を求めた。表 2 に、上記の試験結果を 「試験 2 」として示す。なお

、実施例 1 と同様に、表 2 中、防食被膜を形成 した供試鋼 （鋼種 1 (被膜あ

り））については、地金露出部の腐食速度を求めた。

実施例 3

[0086] 実施例 1 と同様に作製 した厚さが 2 0 m mの各鋼板から、幅が4 0 m m

長さが 5 0 m m、厚さが4 m mの試験片を採取 し、カーゴタンク底板の孔食

内の環境を模擬 した試験を実施 した。

[0087] すなわち、図3 の酸浸漬試験に見るとおり、 3 0 °Cの 1 0 % N a C I 溶液

にH C I を添加 し、 p H を0 . 8 5 に調整 した溶液中に試験片を浸潰させた

。試験期間は 7 2 時間であり、溶液の劣化による腐食への影響を最小限にす

るため、 2 4 時間ごとに溶液を交換 した。

[0088] 7 2 時間の腐食試験後、各試験片の減少質量から 「mm 年」単位での腐

食速度を求めた。表 3 に、上記の試験結果を 「試験 3 」として示す。なお、



実施例 1 と同様に、表 2 中、防食被膜を形成 した供試鋼 （鋼種 1 (被膜あり

) ) については、地金露出部の腐食速度を求めた。

[0089] 表 2 に示す腐食試験結果からもわかるように、比較例 2 1 については合金

元素が適切に添加されていないため試験 1 、 2 および 3 において耐食性が十

分でない。また比較例 2 は P量が適切でないため試験 3 における耐食性が

低い。

[0090] —方で、本発明例 （1 ~ 2 0 ) は試験 1 、 2 、 3 とも良好な耐食性を示す

ことがわかる。

産業上の利用可能性

[0091 ] 本発明によれば、全面腐食や局部腐食に対する抵抗性に優れた力一ゴオイ

ルタンク用耐食性鋼材を提供することができる。



請求の範囲

質量％で、 C : 0 . 0 1 0 . 2 % 、 S i ：0 . 0 1 1 . 0 % 、

M n ：0 . 0 5 2 . 0 % 、 P ：0 . 0 0 2 0 . 1 % 、 S ：0 . 0

% 以下、 C u : 0 . 0 1 2 . 0 % 、 N i : 0 . 0 1 1 . 0 % 、

W ：0 % を超 ぇ 0 . 0 1 % 未満、 A I ：0 . % 以下を含有 し、残部

F e 及び不純物か らなることを特徴 とする、 カーゴオイル タンク用耐

食鋼材。

質量 0/ oで、 F e の一部 に代 えて、 C r ：5 . 0 % 以下、 M o ：1 .

0 % 以下、 Τ ί ：0 . 2 % 以下、 Z r ：0 . 2 % 以下、 S b ：0 . 3

% 以下および S n ：0 . 3 % 以下の うちの 1 種 または 2 種以上 を含有

することを特徴 とする、請求項 1 に記載のカーゴオイル タンク用耐食

鋼材。

質量 0/ oで、 F e の一部 に代 えて、 N b ：0 . 1 % 以下、 V ：0 . 2

% 以下および B : 0 . 0 % 以下の うちの 1 種 または 2 種以上 を含有

することを特徴 とする、請求項 1 または 2 に記載のカーゴオイル タン

ク用耐食鋼材。

質量 0/ oで、 F e の一部 に代 えて、 C a ：0 . 0 1 % 以下、 M g ：0

. 0 1 % 以下および R E M ：0 . 0 1 % 以下の うちの 1 種 または 2 種

以上 を含有することを特徴 とする、請求項 1 か ら3 までのいずれかに

記載の力一ゴオイル タンク用耐食鋼材。

表面 にC u 、 N ί およびW の硫化物あるいはさ らにM o の硫化物の

層 を有することを特徴 とする、請求項 1 か ら4 までのいずれかに記載

のカーゴオイル タンク用耐食鋼材。

表面が防食皮膜 によって被覆 されていることを特徴 とする、請求項

か ら4 までのいずれかに記載のカーゴオイル タンク用耐食鋼材。

C u 、 Ν ί およびW の硫化物あるいはさ らにΜ ο の硫化物か らなる

中間層 を介 して、表面が防食皮膜 によって被覆 されていることを特徴

とする、請求項 1 か ら4 までのいずれかに記載のカーゴオイル タンク



用耐食鋼材。
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